
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第

三

種

郵

便

物

認

可

〇

〇

¾

三

理
工
Ô
（
化
学
）

化
学
一
般

有
機
化
学

無
機
化
学

材
料
工
学

薬
学

環
境
化
学

四

理
工
Õ
（
生
物
）

生
物
学
一
般

生
物
化
学

生
命
工
学

資
源
生
物
学

五

理
工
Ö
（
情
報
）

情
報
理
論

情
報
工
学

通
信
工
学

計
算
機
工
学

六

法
律
（
弁
理
士
の
業
務
に
関
す
る
法
律
）

民
法

民
事
訴
訟
法

著
作
権
法

不
正
競
争
防
止
法
及
び
私
的
独
占
の
禁
止
及
び
公
正
取
引

の
確
保
に
関
す
る
法
律

行
政
法

国
際
私
法
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第
十
六
条
中
「
第
六
条
第
十
二
号
」
を
「
第
五
条
第
十
二
号
」
に
改
め
、
第
五
章
中
同
条
を
第
三
十
九
条
と
す
る
。

第
十
五
条
中
「
第
六
条
第
十
一
号
」
を
「
第
五
条
第
十
一
号
」
に
、「
で
準
用
す
る
」
を
「
に
お
い
て
準
用
す
る
」
に

改
め
、
同
条
を
第
三
十
八
条
と
す
る
。

第
十
四
条
中
「
第
六
条
第
十
号
」
を
「
第
五
条
第
十
号
」
に
、「
で
準
用
す
る
」
を
「
に
お
い
て
準
用
す
る
」に
改
め
、

同
条
を
第
三
十
七
条
と
す
る
。

第
十
三
条
中
「
第
六
条
第
九
号
」
を
「
第
五
条
第
九
号
」
に
改
め
、
同
条
第
四
号
中
「
で
準
用
す
る
」
を
「
に
お
い

て
準
用
す
る
」
に
改
め
、
同
条
を
第
三
十
六
条
と
す
る
。

第
五
章
を
第
七
章
と
し
、
同
章
の
前
に
次
の
一
章
を
加
え
る
。

第
六
章

情
報
の
公
表

（
公
表
事
項
）

第
三
十
四
条

法
第
七
十
七
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す

る
。

一

弁
理
士
の
氏
名

二

事
務
所
の
所
在
地
の
都
道
府
県
名
及
び
市
区
町
村
名
並
び
に
当
該
事
務
所
の
名
称

三

資
格
取
得
の
事
由

四

法
第
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
弁
理
士
登
録
簿
に
登
録
を
受
け
た
登
録
年
月
日
及
び
登
録
番
号
で
あ
っ

て
、
最
新
の
も
の

五

弁
理
士
登
録
簿
の
通
算
登
録
期
間

六

法
第
二
十
七
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
侵
害
訴
訟
代
理
業
務
の
付
記
を
受
け
た
年
月
日
で
あ
っ
て
、

最
新
の
も
の

七

弁
理
士
が
取
り
扱
う
主
要
な
分
野
に
関
す
る
事
項

八

継
続
研
修
の
受
講
状
況

九

法
第
三
十
二
条
第
一
号
に
掲
げ
る
処
分
に
関
す
る
事
項
（
当
該
処
分
を
受
け
た
弁
理
士
で
あ
っ
て
、
処
分
の
日

か
ら
一
年
を
経
過
し
て
い
な
い
も
の
に
係
る
も
の
に
限
る
。）

十

法
第
三
十
二
条
第
二
号
に
掲
げ
る
処
分
に
関
す
る
事
項
（
当
該
処
分
を
受
け
た
弁
理
士
で
あ
っ
て
、
処
分
の
期

間
終
了
の
日
か
ら
一
年
を
経
過
し
て
い
な
い
も
の
に
係
る
も
の
に
限
る
。）

第
三
十
五
条

法
第
七
十
七
条
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
公
表
の
方
法
は
、
前
条
各
号
に
掲

げ
る
事
項
を
、
日
本
弁
理
士
会
が
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
そ
の
他
適
切
な
手
段
に
よ
り
一
般
に
公
表
す
る
方
法
と

す
る
。

２

前
項
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
に
よ
る
公
表
は
、
弁
理
士
に
事
務
を
依
頼
し
よ
う
と
す
る
者
が
弁
理
士
の
選
択

に
必
要
な
情
報
を
容
易
に
抽
出
し
、
適
切
に
比
較
し
た
上
で
弁
理
士
を
選
択
す
る
こ
と
を
支
援
す
る
た
め
、
弁
理
士

に
関
す
る
情
報
を
容
易
に
検
索
す
る
こ
と
が
で
き
る
機
能
を
有
す
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
活
用
し
た
方
法
に
よ
る
も

の
と
す
る
。

第
四
章
中
第
十
二
条
の
七
を
第
三
十
三
条
と
し
、
第
十
二
条
の
六
を
第
三
十
二
条
と
し
、
第
十
二
条
の
五
を
第
三
十

一
条
と
し
、
第
十
二
条
の
四
を
第
三
十
条
と
す
る
。

第
十
二
条
の
三
第
二
項
中
「
第
十
二
条
の
五
」
を
「
第
三
十
一
条
」
に
改
め
、
同
条
を
第
二
十
九
条
と
す
る
。

第
四
章
を
第
五
章
と
し
、
同
章
の
前
に
次
の
一
章
を
加
え
る
。

第
四
章

継
続
研
修

（
継
続
研
修
）

第
二
十
五
条

弁
理
士
は
、
日
本
弁
理
士
会
の
指
定
す
る
四
月
一
日
を
始
期
と
す
る
五
年
間
（
以
下
「
研
修
期
間
」
と

い
う
。）ご
と
に
つ
き
、
日
本
弁
理
士
会
が
行
う
法
第
三
十
一
条
の
二
に
規
定
す
る
研
修
（
以
下
「
継
続
研
修
」
と
い

う
。）を
七
十
単
位
（
以
下
「
必
要
単
位
数
」
と
い
う
。）以
上
受
け
る
も
の
と
す
る
。

２

前
項
の
単
位
の
計
算
方
法
に
つ
い
て
は
、講
義
に
よ
り
行
う
研
修
一
時
間
を
一
単
位
と
す
る
こ
と
を
基
本
と
し
て
、

研
修
の
方
法
ご
と
に
日
本
弁
理
士
会
が
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

（
継
続
研
修
の
免
除
）

第
二
十
六
条

弁
理
士
は
、
研
修
期
間
を
通
じ
て
、
次
に
掲
げ
る
事
由
の
い
ず
れ
か
に
よ
り
弁
理
士
と
し
て
の
業
務
を

行
わ
な
い
場
合
又
は
行
わ
な
い
と
見
込
ま
れ
る
場
合
に
は
、
日
本
弁
理
士
会
会
長
（
以
下
「
会
長
」
と
い
う
。）に
対

し
、
当
該
研
修
期
間
の
継
続
研
修
の
免
除
を
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一

負
傷
又
は
疾
病
の
た
め
に
療
養
す
る
こ
と
。

二

国
会
議
員
又
は
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
員
で
あ
る
こ
と
。

三

国
又
は
地
方
公
共
団
体
に
常
時
勤
務
す
る
こ
と
。

四

所
得
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
三
号
）
第
二
条
第
一
項
第
五
号
に
規
定
す
る
非
居
住
者
で
あ
る
こ
と
。

五

弁
理
士
と
し
て
の
業
務
を
行
わ
な
い
こ
と
が
相
当
で
あ
る
事
由
で
あ
っ
て
、
前
各
号
に
準
ず
る
も
の

２

弁
理
士
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
を
す
る
場
合
に
は
、
遅
滞
な
く
、
様
式
第
一
に
よ
り
作
成
し
た
継
続
研
修

の
免
除
申
請
書
に
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
由
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
類
を
添
付
し
て
、
会
長

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

会
長
は
、
前
項
の
申
請
書
を
受
理
し
た
と
き
は
、
こ
れ
を
審
査
し
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
理
由
が
あ
る

と
認
め
る
と
き
は
、
経
済
産
業
大
臣
の
承
認
を
経
て
、
当
該
申
請
を
し
た
弁
理
士
に
対
し
、
当
該
申
請
に
係
る
継
続

研
修
の
免
除
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

４

会
長
は
、
前
項
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
経
済
産
業
大
臣
に
対
し
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に

対
す
る
意
見
を
付
し
て
必
要
な
書
類
を
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。

５

経
済
産
業
大
臣
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
第
三
項
の
承
認
を
す
る
も

の
と
す
る
。

６

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
を
し
た
弁
理
士
は
、
当
該
申
請
に
係
る
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
継
続
研
修
の
免
除
が

さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
研
修
期
間
の
継
続
研
修
を
受
け
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

７

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
を
し
た
弁
理
士
は
、
同
項
各
号
の
事
由
が
消
滅
し
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
会
長
に

そ
の
旨
を
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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